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審査会合におけるコメントの対応状況 1

審査会合における指摘事項の回答。
No. 指摘事項 対応状況
1 圧縮減容装置について，性能維持施設として記載することを検

討すること
資料

2 FPC冷却系停止時の燃料プールの水温評価について，FPC系循
環運転停止時及び原子炉建物換気系の停止時の影響について説
明すること

現在評価結果を確認中
次回ヒアリングで回答予定
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２０２０年１１月１２日 

日本原子力発電株式会社 

 

敦賀発電所１号機 圧縮減容装置の扱いについて 

 

１．２０２０年３月１９日認可時 

 当時の発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準（以下，

「審査基準」という。）（令和元年７月２４日原規放発第１９０７２４１４号）では，添付書

類六について次の記載となっている。 

Ⅲ．審査の基準 

３．申請書に添付する書類の記載事項に対する審査基準 

（６）廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設等及びその性能等並びにその性能

等を維持すべき期間に関する説明書 

・試験炉規則第１６条の６第２項第１号  

・実用炉規則第１１６条第２項第６号  

・開発炉規則第１１１条第２項第６号 

  原子炉施設の廃止措置においては、原子炉施設の廃止措置においては、公衆及

び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、当該施設内に残存

する放射性物質の数量及び分布等を踏まえ、核燃料物質による汚染の除去手順、

設備・機器又は施設の解体手順等の措置が立案されていること。また、これら措

置との関係において、維持すべき設備・機器及びその機能並びに必要な期間が、

廃止措置期間を見通し適切に設定されていること。  

原子炉の機能停止時又は原子炉施設の解体撤去時の残存放射性物質の種類、数

量及び分布の評価結果とそれらを踏まえて立案された施設の解体時期、解体作業

範囲及びその手順（解体作業前除染、系統の隔離又は密封等、遮蔽体又は遠隔操

作装置の活用等）等との関係において、維持管理すべき設備及びその機能並びに

その機能を維持すべき期間が、廃止措置の段階に応じ、公衆及び放射線業務従事

者の受ける線量の抑制又は低減の観点から示されていること。  

この場合、公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制等のために必要な設

備の維持管理、その他の安全対策について、以下のような事項に関する措置が示

されていること。 

（以下略） 

 今回導入を計画している圧縮減容装置については，公衆及び放射線業務従事者の受ける

線量の抑制又は低減に関する機能を有しておらず，添付書類六への記載には該当しないと

の判断から，解体の方法の一部として本文五に仕様等を記載した。 

 

資料２－１ 
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２．２０２０年４月１日法令改正後 

 新しい審査基準（令和２年３月３０日 原規規発第２００３３０２４号）では，性能維持

施設について次の記載となっている。 

Ⅲ．審査の基準 

２．申請書記載事項に対する審査基準 

（２）廃止措置期間中に性能を維持すべき施設 

・試験炉規則第１６条の６第１項第６号 

・実用炉規則第１１６条第１項第６号 

・開発炉規則第１１１条第１項第６号 

公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、廃止措置

対象施設内に残存する放射性物質の数量及び分布等を踏まえ、立案された核燃料

物質による汚染の除去手順、設備・機器又は施設の解体手順等の措置との関係に

おいて、廃止措置期間中に性能を維持すべき施設（以下「性能維持施設」とい

う。）が、廃止措置期間を見通した廃止措置の段階ごとに適切に設定されてお

り、性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方が示されていること。ま

た、これに基づき選定された具体的な設備が施設区分ごとに示されていること。 

（３）性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき

期間 

・試験炉規則第１６条の６第１項第７号 

・実用炉規則第１１６条第１項第７号 

・開発炉規則第１１１条第１項第７号 

（２）で選定された性能維持施設について、それぞれ位置、構造及び設備並び

にその性能並びにその性能を維持すべき期間が示されていること。また、ここで

示される性能維持施設の性能については、性能維持施設が維持すべき機能ごと

に、その性能を満たすために必要な仕様等（以下単に「必要な仕様等」とい

う。）が示されていること。 

また、原子炉施設を解体する工事を実施するに当たって、公衆及び放射線業務

従事者の受ける線量を抑制し、又は低減する観点その他の原子力安全の観点か

ら、専ら廃止措置で使用するために導入する施設又は設備において、当該施設又

は設備の設計及び工事の方法に関することが示されていること。 

（以下略） 

 専ら廃止措置で使用するために導入する設備についても記載が明記されているが，圧縮

減容装置については，公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減に関する機

能を有しておらず，また，原子力安全に関する設備でもない（表１「発電用軽水型原子炉施

設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」に示す安全機能も有しない）ことから，性能

維持施設には該当しないと考える。 
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表１ 発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（抜粋） 

 

固体の放射性廃棄物処理系の安全機能は放射性物質の貯蔵機能であるが、今回導入を計画している圧縮減容装置は、貯蔵機能を有する設

備ではない。 

 

以 上 
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